
   

 

2022 年 10 月 14 日 

草の根技術協力（草の根パートナー型）案件概要表 

Ⅰ．提案事業の概要 

1．対象国名 インドネシア国 

2．事業名 技能実習生の帰国後就農・起業支援を通じた人材還流促進プロジェクト 

3．事業の背景と必要性 インドネシア農業省は技能実習制度を通じた若手農家の育成に注力しているが、多くの

技能実習生は実習で得た資金や経験を帰国後に活かすことができていない。農業省傘下

のインドネシア農業訓練センター（ICAT）が技能実習生に提供する訓練は、日本語や基

本的な農業技術の学習にとどまっており、将来的に地域の農業を担う人材の育成には不

十分な内容となっている。このため技能実習生が日本で得た経験や資金を活用し、帰国

後に就農・起業につなげるための訓練プログラムを提供する必要がある。 

4．プロジェクト目標 インドネシア農業訓練センターによる技能実習生への研修・フォローアッププログラム

や指導能力が強化されることによって、技能実習生が実習で得た経験や資金を活かして

就農・起業し、地域農業・経済の発展に寄与する。 

5．対象地域 技能実習生：インドネシア全域から選出される 

西ジャワ州西ボゴール県チアウィ農業訓練センター（派遣前研修実施機関） 

6. 対象地域を管轄する

在外公館 

在インドネシア日本国大使館 

 

7．受益者層 

（ターゲットグループ） 

ICAT とその傘下のチアウィ農業訓練センター及び他国内 9 ヶ所の農業訓練センター、

タンジュンサリ民間職業訓練所の講師、農業省が派遣する技能実習生（例年は年間 50 名

ほどの派遣だが、政府の方針により 2022 年より特定技能資格保有者を含め数百名規模

に増員予定）、及びインドネシアから派遣される全技能実習生（広義の裨益者）。 

8．生み出すべきアウト

プット及び活動 

＜アウトプット＞ 

1. 農業訓練センターが実施する、派遣前から帰国後までの技能実習生への一貫した研

修・フォローアッププログラムが整備される。 

2. 技能実習生が帰国後の就農ビジネスプランを明確にする。 

3. 新たな研修・フォローアッププログラムの実践を通じて農業研修センターの指導能

力、研修運営管理能力が強化される。 

4. 日本側の技能実習生受け入れ体制の改善に向けたツールが整備される。（日本国内の

課題解決に資する活動） 

 

＜活動＞ 

1-1.派遣前研修カリキュラムの精査／1-2.研修内容、フォーマット、指導用ツールの整

備／1-3.派遣中技能実習生への指導体制の確立／1-4.帰国後実習生のビジネスプラン実

施状況モニタリング、派遣前研修等・フォローアッププログラムの内容改訂／1-5.帰国

後実習生に対するビジネスプランの実施支援・フォローアップ体制の構築 

2-1.整備された研修プログラム実施を通じた技能実習生のビジネスプラン作成支援／

2-2.タンジュンサリ職業訓練所への ICAT 開発カリキュラムの導入 

3-1.農業訓練センター職員への TOT 実施／3-2.派遣中実習生へのビジネスプラン作成

を通じた農業訓練センター職員の指導・管理能力の強化（OJT 形式）／3-3.農業訓練セ

ンター職員への本邦研修を通じた実習環境等の理解促進 

4-1.技能実習生受け入れに際して発生する課題・問題及びその解決策や留意点の整理／

4-2.日本の農家の参考となる、実習生受入れ時の留意点や改善点を解説したウェブサイ

トの開設・更新 

9．実施期間 2022 年 10 月～2026 年 10 月（4 年） 

10．事業費概算額 81,501 千円 

11．実施体制 技能実習生に対する研修・フォローアップの実施主体はインドネシア農業訓練センター

であり、弊社は研修プログラム開発・改訂、研修実施・フォローアップ体制の構築、イ

ンドネシア側の研修講師に対する能力強化等を支援する。 

Ⅱ．応募団体の概要 

1．団体名 株式会社農園たや 

2．活動内容 農産物の生産販売、技能実習生への研修 

 


